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ＩＴガバナンスと人材育成

藤沢市

資料３-１



第１表 情報主管課職員数
（１）団体区分別 （単位：人）

団体数
（Ａ）

所属職員人数
（Ｂ）

外部委託等によ
る要員人数

１団体当たり
所属職員数
（Ｂ）／（Ａ）

外部委託等による
要員人数のうち常

駐要員
総計

都 道 府 県 47 1,211 816 25.8 445 2,027

市
区
町
村

特 別 区 23 499 648 21.7 237 1,147

指 定 都 市 20 741 1,218 37.1 585 1,959

市 771 5,028 2,630 6.5 1,377 7,658

町 村 927 3,503 169 3.8 64 3,672

小 計 1,741 9,771 4,665 5.6 2,263 14,436

合 計 1,788 10,982 5,481 6.1 2,708 16,463

５万人未満→ １,１８５自治体 68%

１０万人未満→ ２６９自治体 15%

２０万人未満→ １５５自治体 9%

３０万人未満→ ４８自治体 3%

３０万人以上→ ６４自治体 4%

市町村の

情報システム部門の職員平均人数 ５．６人

出典：総務省 地方自治情報管理概要（平成２９年度）
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業務量が多い
↓↓

人が足りない
↓↓

ｾｷｭﾘﾃｨまで
できない



出典： 総務省 地方自治情報管理概要（平成２９年度）

情報化についての職員の人材育成等
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職員に対し、情報化研修を実施 ７０％

部外の情報化研修に職員を派遣 ５０％

情報化のために外部の専門人材を採用

情報化に関する人材育成方針を策定

情報処理（技術）に関する資格取得を奨励

業務担当部門と情報主管課の人事交流を積極的に推進

ＩＴを活用した業務改善方法について、職員研修を実施
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情報セキュリティポリシーガイドライン

総務省 平成30年９ 月25日

「地方公共団体における
情報セキュリティポリシーに関する
ガイドライン」等の改定

・情報セキュリティポリシーの見直し

・CISOの設置

・CSIRTの設置

・自治体情報システム強靭性向上事業

・自治体情報セキュリティクラウド事業



ＣＩＳＯ（最高情報セキュリティ責任者）の任命

ＣＩＳＯについては、都道府県では43団体（91.5％）、市区町村では1,485団体
（85.3％）が任命している（第５図）。

ＣＩＯ（情報化統括責任者）の任命

ＣＩＯ（情報化統括責任者）については、
都道府県では34団体（72.3％）、
市区町村では1,521団体
（87.4％）が任命している（第１図）。

出典： 総務省 地方自治情報管理概要（平成２９年度）
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藤沢市の
ＩＴガバナンスと

人材育成の取り組みについて

（１）情報システムの効果的・効率的な導入・更新と
ＩＴ推進課による積極的なアプローチ

（２）「ＩＴ調達ガイドライン」「事務改善委員会」等
ルール・制度の見直し

（３）ＩＴに関する人材育成の推進

Ｊ－ＬＩＳ教育研修
集合研修、ｅ-ラーニング、セミナー、講師派遣

職場研修 自治体ＣＩＯ育成研修

ベンダー等研修 市町村アカデミー
専門研修、セミナー、イベント 宿泊研修
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ＩＴガバナンスの取り組みについて

（３）ＩＴに関する人材育成の推進

■情報セキュリティなども含めた研修計画の策定

⇒①「ＩＴガバナンス研修会」を開催。
（次年度にシステム更新等を予定している課等を対象）

②情報セキュリティ関連の研修に加えて、システム更新を
予定している課やＩＴ推進課などを対象とした研修会を
開催予定

■ＩＴ推進課職員向け「レベル定義」「スキル履歴書」の活用

⇒①ＩＴ推進課における担当職員として求める人材像を定義

②職員個人の担当業務、研修受講履歴などを業務及びレベルごとに
見える化
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＜参考資料＞ レベル定義

共通キャリア・スキルフレームワークを基にしたレベル定義
レベル

レベル0 情報技術に初めて携わる。経験無し。

レベル１
情報技術に携わるものに必要な最低限の基礎的知識を有
し、要求された作業について、指導を受けて遂行できる。

在職１年目
担当業務の経験
１年未満

課業務におけ
る担当支援

ＬＡＳＤＥＣ初
級

ＩＴスキル標準
レベル１

レベル２
基礎的知識・スキルを有し、一定程度の難易度又は要求
された作業について、その一部を独力で遂行できる。

在職２～３年目
担当業務の経験
３年未満

課業務におけ
る担当補助

ＬＡＳＤＥＣ中
級

ＩＴスキル標準
レベル２

レベル３
応用的知識・スキルを有し、要求された作業についてすべ
て独力で遂行できる。

在職４年目
担当としての経験
３年以上

課業務におけ
る主担当・総
括補助

ＬＡＳＤＥＣ上
級

ＩＴスキル標準
レベル３

レベル４

高度な知識・スキルを有し、プロフェッショナルとして業務を
遂行でき、経験や実績に基づいて作業指示ができる。ま
た、プロフェッショナルとして求められる経験を形式知化し、
後進育成に応用できる。

在職５年目以
上

・他課職員も含め
たプロジェクトの
経験有り
・新任者の指導経
験有り

課業務におけ
る総括

ＩＴスキル標準
レベル４

レベル５

「高度な知識・スキルを有する企業内のハイエンドプレー
ヤ」
プロフェッショナルとして豊富な経験と実績を有し、社内を
リードできる。

・他課職員も含め
たプロジェクトの
リーダー経験有り

レベル６
「高度な知識・スキルを有する国内のハイエンドプレーヤ」
社内だけでなく業界においても、プロフェッショナルとしての
経験と実績を有し、社内外で広く認知される。

レベル７

「高度な知識・スキルを有する世界に通用するハイエンドプ
レーヤ」
業界全体から見ても先進的なサービスの開拓や事業改
革、市場化などをリードした経験と実績を有し、世界レベル
でも広く認識される。

定義 基準

実績
・

評価

経験
・

実績

研
修



藤沢市における
スキルの分類

知識等の分類

行政職員一般
自治法、地方公務員法、契約、財務会計、情報公開、
個人情報保護、業務知識

ＩＴスキル一般
コンピュータ基礎、システムの処理形態、開発技術、
ソフトウェア、ハードウェア、通信技術、運用管理、ファシリティ

基幹系システム
汎用機、ＣＯＢＯＬ、ACCESS
住民情報システム

情報系システム
仮想化、グループウェア、サーバ、ストレージ、
ＰＣ、ＡＩ、ＲＰＡ

ネットワーク
ネットワーク、インターネット、
セキュリティ技術

地域情報化
ＧＩＳ、オープンデータ、ビックデータ、ＩｏＴ、ＳＮＳ
電子申請

セキュリティ
情報セキュリティ、ＩＳＭＳ、ICT-BCP
暗号化等セキュリティ技術

ストラテジ
経営、組織、法務、財務、戦略、企画、
標準化、知的財産、コンプライアンス、

10

＜参考資料＞ 藤沢市におけるスキルの分類



セキュリティポリシーを策定し、管理できる

・セキュリティポリシーを策定できる
・セキュリティ上のリスクを洗い出し、影響度を測定できる
・リスクの影響度に応じて、適切な対応策を策定できる

セキュリティ管理ができる

・組織のセキュリティポリシーに基づき、セキュリティの基準や
各種手順書を作成できる

・セキュリティ管理に必要なツールを選定し、利用できる
・セキュリティ事故が発生した場合に、原因を突き止め再発
防止策を講じることができる

・原課のセキュリティ教育を実施できる
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＜参考資料＞ 藤沢市におけるスキルの分類
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＜参考資料＞スキル履歴書 経験年数 ３年

ＩＴ推進課 スキル履歴書
担当履歴

スキル実績等⼀覧

0

1

2

3

4

5

6

7 世界レベルで広く認知される

情報技術に初めて携わる。

必要最低限の基礎的知識を
有し、要求された作業につ
いて指導を受けて遂⾏でき
る。
基本的知識・スキルを有
し、要求された作業につい
て、その⼀部を独⼒ででき
る。

応⽤的知識・スキルを有
し、要求された作業につい
て全て独⼒で遂⾏できる。

⾼度な知識。スキルを
有し、作業指⽰ができ
る。
豊富な経験と実績を有
し、庁内をリードでき
る。
プロフェッショナルな経験
と実績を有し、社内外で広
く認知される。

業務改善・改⾰セミナー

レベル ストラテジ

適⽤範囲内研修ネットワーク基礎セミナー

基幹系システム セキュリティ地域情報化ネットワーク

システム開発セミナー
プロジェクト管理セミナー

情報系システム

職名 ⽒名 期間 担当名

事務職員 ○○ ○○

主担当業務

情報システム・NW担当2010.4.1〜2013.3.31

2013年4⽉〜

情報系システム担当（ポータル）

情報政策担当

WindousServer2008管理
１-基本管理編
Windows Server 2008
Active Directory の基礎

ＩＴガバナンス、研修、ISMS

ITスキル⼀般

IT基礎セミナー

通信回線更新

資格等

⾏政職員⼀般

新採⽤職員研修

期間
2010.4.1〜2012.3.31

2012.4.1〜

プロジェクト名

職員ポータル更新



＜参考資料＞スキル履歴書 経験年数 ２０年以上

ＩＴ推進課 スキル履歴書
担当履歴

スキル実績等⼀覧

0

1

2

3

4

5

6

7

保健福祉総合ｼｽﾃﾑ
   導⼊基本計画策定
基幹系最適化計画策定

総務省電気通信審議会
IPネットワーク設備委員会
(安全・信頼性検討作業班)
(通信確保作業班)

消防庁：住⺠への災害情
伝達⼿段の多様化実証実
に係る対象⾃治体選考委

総務省:災害に強い電⼦⾃
治体研究会
ｼｽﾃﾑ監査学会における講演

世界レベルで広く認知される

情報技術に初めて携わる。

必要最低限の基礎的知識を
有し、要求された作業につ
いて指導を受けて遂⾏でき
る。
基本的知識・スキルを有
し、要求された作業につい
て、その⼀部を独⼒ででき
る。

応⽤的知識・スキルを有
し、要求された作業につい
て全て独⼒で遂⾏できる。

⾼度な知識。スキルを
有し、作業指⽰ができ
る。

豊富な経験と実績を有
し、庁内をリードでき
る。

プロフェッショナルな経験
と実績を有し、社内外で広
く認知される。

ＶＩＳの導⼊と運⽤
ADBSの導⼊と運⽤
RIQSの導⼊と利⽤

CIO育成研修(運⽤管理ｺ
市町村ｱｶﾃﾞﾐｰ
  （情報政策の新展開）

レベル ストラテジ

ISMS適⽤範囲内研修ネットワーク基礎セミナー

基幹系システム

市町村アカデミー講師
神奈川県市町村電⼦⾃治体
共同運営協議会⽴ち上げ
電⼦申請ｼｽﾃﾑ部会⻑

電⼦⾃治体ＩＴｾﾐﾅｰ
      （秋⽥講演）

LASDEC：情報ｾｷｭﾘﾃｨ
    ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐﾅｰ講師
ICT-BCP講演(多数）

電⼦⾃治体ﾊﾟｲﾛｯﾄ事業

藤沢市地域ＩＴ基本計画
藤沢市IT推進指針策定

2003/4〜2007/3

2002/4〜2003/3

企画調整担当

ＣＯＢＯＬ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発とジョブの実
⾏
ﾌｧｲﾙ設計とジョブの運⽤

UNIXの使い⽅
HOLON/AB

2002/4〜2006/3 神奈川県市町村共同運営

参事 ○○ ○○

電⼦⾃治体、ＧＩＳ、地域ｲﾝﾄﾗ

1997/4〜2002/3

ＩＴ推進担当

⼯事契約担当

情報システム担当1981/8〜1995/3

1995/4〜1997/3 システム運⽤担当

職名 ⽒名 期間 担当名

基幹系、ﾈｯﾄﾜｰｸ

保険福祉総合ｼｽﾃﾑ

電⼦⾃治体、ＧＩＳ

セキュリティ地域情報化ネットワーク情報系システム

1995/4〜1997/3

住基印鑑外国⼈ｼｽﾃﾑ導⼊
選挙、児童⼿当、⼩児医
療、⺟⼦福祉貸付⾦、定額
給付⾦等ｼｽﾃﾑ開発

地域ｲﾝﾄﾗ・学校ｲﾝﾄﾗ構築

税総合ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ導⼊計画

2007/4〜2011/3 ｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸ担当

2011/4〜 課⻑

ＮＩＳＣ重要ｲﾝﾌﾗ専⾨委員

ITスキル⼀般

コンピュータ⼊⾨
フローチャート

JIPSの導⼊

SOFPIA概説

主担当業務

収納、年⾦、住基、税、ＯＳ

保健福祉、その他
⼯事契約ｼｽﾃﾑ

資格等

⾏政職員⼀般

2002/4〜2004/5

住基、印鑑、外国⼈

税総合ｼｽﾃﾑ

消防（救急、予防）

2006/4〜2009/3 基幹系最適化計画

期間 プロジェクト名

⼾籍

地域ｲﾝﾄﾗ・学校ｲﾝﾄﾗ

1984/4〜1988/3

1989/4〜1993/3

1993/4〜1995/3
1994/4〜1996/3
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14出典： 総務省 地方自治情報管理概要（平成２９年度）

自治体の情報セキュリティ監査・点検の実施状況

８９.４％
（４２）

６１.７％
（２９）

２９.８％
（１４）

４.３％
（２）

４４.５％
（７７４） ３１.５％

（５４９）
７.０％

（１２１）
４.４％

（７７）

外部監査を実施
１１.４％

（１９８）

外部監査を実施
３４.１％

（１６）
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国等による情報セキュリティ支援

・自治体情報セキュリティ支援プラットフォーム（総務省）

・標的型攻撃に係るインシデント初動マニュアル（総務省）

・情報セキュリティインシデント対応ハンドブック
（地方公共団体情報システム機構）

・セキュリティeラーニング及び個人番号制度ｅラーニング
（地方公共団体情報システム機構）

・J-LIS教育研修 集合研修、ｅ－ラーニング
（地方公共団体情報システム機構）

・情報セキュリティインシデント対応訓練ツール
（地方公共団体情報システム機構）

・ＣＹＤＥＲ（実践的サイバー防御演習）

・分野横断的演習（NISC)
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国等による情報セキュリティ支援
（講師等の派遣等）

・地域情報化アドバイザー制度（総務省）

・情報セキュリティ対策等研修支援（地方公共団体情報システム機構）

・情報化アシスト研修事業 （地方公共団体情報システム機構）

・講師の派遣・紹介（地方公共団体情報システム機構）

地方の自治体においては、
情報セキュリティ研修、マイナンバー研修など

実施できていないところが多い

情報セキュリティポリシーは作成したが、
監査等、遵守状況の把握や、ポリシーの見直しができていない。
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・神奈川サイバー犯罪対策研究会

中小企業のサイバーセキュリティ対策について
ＩｏＴに関するセキュリティについて
サイバーセキュリティボランティア

・２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた
リスクアセスメントの実施 ＮＩＳＣ

・神奈川県警、オリパラ事務局、防災安全部との情報連携

・サイバー犯罪防止シンポジウム２０１８
in fujisawa

・「セーリングワールドカップ江の島大会」
開催視察

県警、県、横浜市、大学等との連携
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中小企業の定義について

業種分類 中小企業基本法の定義

製造業その他 300人以下の会社及び個人

卸売業 100人以下の会社及び個人

小売業 50人以下の会社及び個人

サービス業 100人以下の会社及び個人

藤沢市の中小企業
商 業

工 業
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サイバー攻撃は、規模の小さな企業を狙わない？

うちには、盗まれる様な情報はない

セキュリティ対策をしても、売り上げにつながらない

もっと、他にしなければならないことがある

セキュリティ対策に投資できない

ICTや情報セキュリティに関心が無い

セミナーや説明会に人が集まらない


